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度の風速と湿度の測定によって Ke を算定し，Δq を算定する必要がある． 
3）バルク法 


























































































































































































 流域を一つの貯水池と見立てて，貯留量 S と流出量 Q の関係を基本にハイド
























































大槻恭一（参照 2018.5.31）：森林水文・水資源学 第 5 章（大槻） 5. 蒸発散 
< http://www.forest.kyushu-u.ac.jp/~otsuki/FHW/FHW_Text(ET1).pdf > 
矢野友久（1989）：蒸発散（その 4）－蒸発散量の測定法－，農土誌 57(7)，63-68． 





















考え方に基づき，同一地点の 2 高度の温度と湿度を測定し，2 高度の温度差と湿
度差からボーエン比（Bo）を求め，この比を使って潜熱（lE）と顕熱（H）を分
離する方法である． 
しかし，Bo 法は，Bo が-1 の近傍の値では lE，H の絶対値が非常に大きな値と















した内容である．すなわち，Bo が -1 に近づく際の異常値とは，供給熱量（Rn-G）
が小さくなる日没や日の出に現れやすいというこれまでの知見に基づき，作業
仮説として，Rn-G を基準にこの α 倍より大きい lE または H を異常値と定義し，














くば市の同部門気象観測露場（北緯 36 度 01 分，東経 140 度 05 分，標高 26m，
露場の広さ 43m×56m）において測定されたもので，鉄塔の高さは 10m，地上面
0.2m 及び 2.2m の 2 高度で気温（クリマテック社製，C-HPT，気象庁検定付）と
湿度（Vaisala 社製，HMP-155D，気象庁検定付）をそれぞれ独立に測定している．
また，地温（クリマテック社製，C-PTG）及び土壌水分（Campbell Scientific 社
製，CS-616）は 5cm，10cm，30cm，50cm 及び 100cm で測定している．放射量
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=                                            （6） 






2,366T）（J・kg-1），T1：高さ 0.2m の温度（ºC），T2：高さ 2.2m の温度（ºC）, q1：




2.2.2 2 高度の温度差と湿度差 
観測資料の温度と湿度の精度を確認するため，Bo を決定する 2 高度の温度と






C p  (T 1－T 2)
  l (q 1－q 2)
Bo =
q = 0.622×(e  / P ) / (1－0.378×e  / P )

















Fig. 2-1 熱収支構成要素と使用した記号 
 
Fig. 2-2 高度 0.2m と高度 2.2m の温度と湿度の関係 
Bo 法は同一地点の同一時刻における 2 高度の温度差（∆T=T1-T2）と湿度差
（∆reh=reh1-reh2）を必要とするために，この値が有為なものでなければならな
い．このことを確かめるために冬期（1 月）と夏期（7 月）の 10 日間の温度差
と湿度差を Fig. 2-3 に例示した．この図から明らかなように，両者ともかなり差
が見られ，特に資料に問題はない． 
2.2.3 Rn-Gと lEの比較 
気象資料を用いて（1）式と実測値 G により算定した Rn-G と（4）式により算
定した lE の日単位における推定結果を Fig. 2-4 に示した．Rn-G は年間通じて-10
～170（W・m-2）の範囲で変動しているが，lE では絶対値が極端に大きい値（異
常値）が表れ，信頼できる結果が得られていないことが分かる．この理由は先
述したとおり，Bo が-1 近傍で異常な lE，H が発生することによる． 
   Rn      lE  H
T 2 q 2
高度2

























大きな lE, H が算定される場合と定義し（作業仮説），これが正常な分析をさま
たげると考えた．そこで，（9）式のように α（異常値条件）を定義し, 異常な lE
あるいは H が算定される Bo の範囲（異常範囲）を抽出することとした．この
ような定義であれば，異常値の意味が明確となる． 






となる．横軸に Bo，縦軸に無次元化した lE，H をとると，Fig. 2-5 が得られる．
図中に矢印で示した範囲が α=2.0 の場合の Bo の異常範囲の例である．左の図は





















Fig. 2-6  Bo と｜1/(1+Bo)｜，｜Bo/(1+Bo)｜の関係 
23 
 
Fig. 2-5 を異常値条件 α を統一的に表現するために，横軸 Bo に対して下図を
反転させ，上下を重ねた図（Fig. 2-6）を考えた．このように図を整理すると，
縦軸は A は α を示すこととなり，Fig. 2-5 では 4 箇所で示された異常値が統一し
て示される．この図では α＝2.0 の場合の異常な lE，H を表す Bo の範囲を例示
している．Fig. 2-5 は絶対値を使わないで，分かり易く表現したものであり，Fig. 
2-6 は絶対値の考え方に基づいて，異常値の範囲を統一して示したものである． 
2.3.2 異常値の範囲の数学的表現 




・・・for lE              （10） 
 
             ・・・for H              （11） 
 
・・・for lE and H           （12） 
 
上記のとおり，異常な lE に対しては，（10）式，H に対しては，（11）式，lE
と H の両者を含む場合に対しては（12）式となる．これらの式により，異常な
範囲を α ごとに求めると Table 2-1 の通りとなる．この表のように，対象とする
異常値が lE あるいは H 又はその両方（lE かつ H）によって，Bo の異常な範囲
が α ごとに異なり，α を大きくとると，Bo の異常範囲は狭くなる．また，lE と
H も別々に算定することも出来る. さらに，これまで提案されている Bo= -1 を 















1.0 -2.000 < Bo < 0 -∞ < Bo < -0.500 -∞ < Bo < 0 Bo < -0.75 Ortega-Farias et al.
1.2 -1.833 < Bo < -0.167 -6.000 < Bo < -0.545 -6.000 < Bo < -0.167
1.5 -1.667 < Bo < -0.333 -3.000 < Bo < -0.600 -3.000 < Bo < -0.333
2.0 -1.500 < Bo < -0.500 -2.000 < Bo < -0.667 -2.000 < Bo < -0.500 -1.5 < Bo < -0.5 桜谷・岡田
3.0 -1.333 < Bo < -0.667 -1.500 < Bo < -0.750 -1.500 < Bo < -0.667 -1.3 < Bo < -0.7 Unland et al.
5.0 -1.200 < Bo < -0.800 -1.250 < Bo < -0.833 -1.250 < Bo < -0.800 -1.2 < Bo < -0.8 小谷ら
既往研究








2 つある．1 つは，異常 Bo に該当するデータを欠測扱いとして削除する方法，
もう 1 つは異常 Bo を正常と考えられる Bo に置換える方法である．前者は Rn-G
も削除されるため，実際に供給する熱量を無視することになる．後者は Rn-G に
影響を及ぼさないため，熱収支は満足するが Bo に仮定が入る．両者に一長一短
があるが，本研究では後者の方法を採用した．なお，仮定する Bo は-1 を中心に，
より小さい範囲には Table 2-1 の下限の Bo を，より大きい Bo には上限の Bo を
与えた． 
 具体的な例を示す．α=2.0 を異常値条件とすると Bo の異常範囲は Table 2-1 よ
り，-2.0<Bo<-0.5 となる．ここで Bo= -1 を中心として，-2.0<Bo<-1.0 の範囲の Bo
を-2.0，-1.0<Bo<-0.5 の範囲の Bo を-0.5 と仮定することとなる．なお，桜谷 ・
岡田（1985）はこの Bo の置き換えを異常値処理方法の 1 つと示唆している． 
2.4 分析結果 
2.4.1 時間単位の lE，Hの α による比較 
Table 2-1 の異常値条件 α によって，時間単位における lE と H の推定値がどの
ように変化するかを制限が強い α=1.0 と制限の弱い α=3.0 の場合を Fig. 2-7，Fig. 
2-8 に示した．上図より春期，夏期，秋期，冬期の代表となる一例である．互い
に異常値が発生しない場合は値が一致する．いずれの季節においても上下に大
きく突出した lE および H が見られるが，これは異常値とみなされ前述の方法に
より置き換えられた値であるが，α=3.0 では α=1.0 より値が大きいことを示す．
また， lE で過大（過小）に評価された資料は H では過小（過大）に評価され，
結果として，Rn-G は測定値と一致する．他の α（1.2，1.5，2.0）による lE と H

























































Fig. 2-8  H の時間別変化（W・m-2） 
27 
 
2.4.2 日単位の lE，Hの αによる比較 
異常値条件 αの変化による日単位での lE とHの推定値を比較した（Fig. 2-9）．
横軸を α=1.0 の lE 及び H の推定値，縦軸に α=1.2，3.0 の推定値を示した．上図
は通年のものであり，下図は 4 月～10 月の作物生育期間のものである．両者の
係数は 1 に近く，大局的に見れば，α の関わらず一定の傾向を示していることが
わかる．ただし，lE 及び H ともに α が大きくなるに連れ，決定係数 R2 が小さ
くなり，分散が大きくなることを示す． 
2.4.3 月単位の lE，Hの αによる比較 
潅漑計画や水資源利用計画で必要となる蒸発散量は月別の平均値で十分な場
合が多い．時間別や日別の資料が必要なことはまれである．このため，α の相違
による lE 及び H の推定値の相違を評価するため，α=1.0，1.2，1.5，2.0，3.0 の
場合の異常値処理後の lE と H の月別変化を Fig. 2-10 に示した．この図に示すよ
うに，lE，H は，α に関わらずほぼ同じ値を示す．月別に見れば異常値の時間変
化，日変化は月単位にまとめると平均化され，α による差が顕在化しないと思わ





































Fig. 2-10 α 別の lE 及び H の月別変化 











Fig. 2-11  α=1.0 と α=3.0 の lE 及び H の月別比較 





を Fig. 2-12 に示した．上図は Bo 法による異常値割合で下図は渦相関法による異
常値割合である．異常値の発生は Bo 法が圧倒的に多く，渦相関法が極めて少な
いことが大きな特徴である．Bo 法では，異常値が発生する時間帯は，α に関係

























































Fig. 2-13  月別異常値発生率（年間） 
 
2.5.3 異常値となる資料数と αごとの lE，Hの分配状況 
異常値条件 α ごとに lE, H, Rn -G の年間推定値（mm・year-1）および異常値資
料数，異常値発生率を Table 2-2 に示した．前述のように，α の増大に伴って異


















Rn -G に対して Bo がどのような場合に，どのような湿度勾配（Δe），温度勾配
（ΔT）を取り，それに対応して lEやHがどのような方向をとるかを場合分けし，
そのデータ数を Table 2-3 に示した. 
 この表の見方は次のようである．例えば∆e >0 の場合，これが肯定されれば’yes’，
否定されれば’no’となる．表 1 欄，1 項の 2990 は∆e >0 で判断し，’yes’であるか
ら∆e>0 を示す．他の欄の数値も同様な意味を持つ．Bo が正の場合は lE，H が同
じ方向をとることを示し，負の場合は反対の方向を示す．ただし，ΔT=T1 -T2，
Δe=e(T1)-e(T2)である． 
 Rn-G>0 は 8760 資料中 46.9%を占め，主に昼間に発生し，Rn-G<0 は 53.1％を
占め，主に夜間に発生する．湿潤地に属するため，Δe>0 の場合が殆どである．
昼間ではBo≧0かつΔe>0，ΔT>0と lEとHが同じ方向をとる場合が多いが（35.3%）
（ただし，若干の Δe<0，ΔT<0 を含む），夜間には-1<Bo≦0 かつ Δe>0，ΔT<0 と
異常値に近接した範囲のデータにおいて全て lE と H が異なる方向をとる． 
特に注目すべきは，α の変化に伴って，どのようなカテゴリ－の資料が異常値
となるかである．まず，α＝1.0 の場合を考える．この場合は異常となる範囲が
Table 2-1 に示されるように，-∞<Bo<0 であるから，Bo≧0 以外の資料はすべて
異常値となる．したがって，Table 2-3 に示される第 1 行と第 2 行および最後の
行とその 1 行前以外はすべて異常値となる． 
lE H Rn-G 異常値資料数 異常値発生率
（mm･year-1） （mm･year-1） （mm･year-1） （％）
1.0 675.4 216.3 891.7 4,013 45.8
1.2 691.1 200.6 891.7 2,518 28.7
1.5 699.5 192.3 891.7 1,686 19.2
2.0 705.7 186.0 891.7 1,103 12.6
3.0 710.6 181.1 891.7 651 7.4
lE H Rn-G 異常値資料数 異常値発生率
（mm･year-1） （mm･year-1） （mm･year-1） （％）
1.0 638.0 254.4 892.4 1,251 14.3
1.2 640.8 251.6 892.4 529 6.0
1.5 641.7 250.7 892.4 331 3.8
2.0 641.9 250.5 892.4 219 2.5








資料数は，α の増加に伴って減少する．その割合は，Table 2-2 異常値発生率の α





本資料での物理的不整合（Δe と lE の向きが逆となる異符号）となる資料数は
Table 2-3 より 1344 資料（15.3%）であり，その内，Rn-G<0 の-1<Bo≦0 の範囲
で 85.0%（1143 資料）を占めている．この資料の発生時間帯は夕方 6:00 から朝
方にかけて発生する．このことは，小谷らの研究成果と一致する． 
 ここで，仮に，物理的不整合となる資料を異常値として削除した場合を考え
る．Δe と lE の異符号となる 1344 の資料を全て消去した場合の年間推定値（mm・
year-1）を α ごとに Table 2-4 に示した．Table 2-2 に示した消去前の推定値と比較
すると lE が高く，H が低くなる．また，Rn-G は，年間で約 250mm 多くなり，
熱収支が取れなくなる．この理由は，削除される物理的不整合の資料は，Rn-G<0
かつ lE<0 時に多いことから，Rn-G と lE の年間推定値が大きくなるためと推定
される．したがって，現段階では，この物理的不整合な資料を単純に削除する 











分類 可否 Δe >0 ΔT >0 lE >0 H >0 資料数 資料割合(%)
（Rn -G ）≧0 Bo >0 yes 2990 2990 3008 3008
no 18 18 0 0 3008 34.4
Bo =0 yes 82 0 82 0
no 0 82 0 82 82 0.9
-1<Bo <0 yes 864 2 866 0
no 2 864 0 866 866 9.9
Bo <-1 yes 133 19 0 152
no 19 133 152 0 152 1.7
小計 4108 46.9
（Rn -G ）<0 Bo <-1 yes 1867 0 1867 0
no 0 1867 0 1867 1867 21.4
-1<Bo <0 yes 1128 0 0 1128
no 0 1128 1128 0 1128 12.9
Bo =0 yes 15 0 0 15
no 0 15 15 0 15 0.2
Bo >0 yes 48 48 0 0














桜谷・岡田（1985），Unland et al.（1996），Ortega-Farias et al.（1996），小谷ら
（2001）は具体的に異常値の範囲を示している．これらの提案と本研究で提案
した方法の関係を Table 2-1 の既往研究の欄に示した．この表から明らかなよう
に，既往の研究は大略本研究の α の異なる場合に相当することが分かり，既往
の研究を統一的に示すことができた．例えば Unland et al.（1996）は -1.3<Bo<-0.7
の範囲の資料を削除することを提案している. この範囲は，本研究で提案した α
＝3.0 よりもさらに強い制限である（Table 2-1）． 
2.6.2 時間単位日単位の蒸発散と月単位の蒸発散の関係 
 異常値条件 α を 1.0，1.2，1.5，2.0，3.0 と 5 段階に分けて検討した．α を小さ
くとれば Fig. 2-7，Fig. 2-8 に示す時間的変化はスムーズな曲線が得られるが，
異常値発生率は高いので信頼性に疑問が残る．反対に α を大きくとれば資料数
が多くなるので，資料数の信頼性は高くなるが，多くの異常値資料が含まれた
ままとなる．したがって，時間単位や日単位で lE や H の問題を検討するにはや
や問題が残るといわざるを得ない．しかし月単位の時間スケ－ルで集計すると，
これらの問題は平均化されてほぼ妥当な値が得られた．すなわち，Bo 法では年
間の蒸発散量は，α の増加に伴って 675mm から 711mm へと増加したが（Table 
2-2），作物生育期間における月別の蒸発散量では Fig. 2-10 に示すように殆ど差
がなかった．渦相関法では 638mm から 641mm へと若干変化したがその変化は
少なかった．したがって，月単位の lE（蒸発散）は信頼できるといえる．  
 
α lE H Rn-G
1.0 875.1 308.0 1183.0
1.2 901.7 241.0 1142.7
1.5 921.7 220.8 1142.4
2.0 941.3 200.8 1142.2




 本研究では，異常値に対する Bo を異常値近傍の正常な Bo で代表させる方法
で分析を行ったが，他にも前述のように，異常値を削除したままで，実測した
Rn-G に等しくなるよう補正しない方法も考えられる．具体的には異常値となる




て変わらない結果となったことによる．具体的には α＝1.0~3.0 の 5 段階の異常




 物理的不整合である Δe と lE の符号の不一致については，実際の観測資料で
15.3%と多く確認された．この異符号資料も異常値として削除すると，Rn-G が





実測温度・湿度を直接使用して lE，H を算定し，Rn-G の α 倍の絶対値より大
きい lE 及び H を異常値と定義した．この定義を Bo 法に適用し，異常値に該当
する Bo の範囲を α ごとに示した．異常値となった lE と H の取り扱いは削除す






















付録 異常 Bo 範囲の誘導過程 
（4）式，（5）式を用いて，異常値の定義である α×｜Rn-G｜<｜lE｜及び｜H｜の関係を Bo の
範囲に換算する．ただし，α>1 とする．また，Bo = -1 を除く． 
①Rn-G と lE が同符号の場合 
 
α(Rn－G) <         → α(1＋Bo) < 1 → Bo < 
 
②Rn-G と lE が異符号の場合 
 
－α(Rn－G) <         → －α(1＋Bo) < 1 → Bo > 
 






③Rn-G と H が同符号の場合 
 
  Rn-G>0 かつ Bo≧0 の場合 
 



















  Rn-G>0 かつ Bo<-1 の場合 
 
α(Rn－G) <              → α(1＋Bo) > Bo → Bo > 
 
 以上より，     < Bo < －1 
 
④Rn-G と H が異符号の場合 
 
  Rn-G>0 かつ-1<Bo<0 の場合 
 
α(Rn－G) <           → α(1＋Bo) <－Bo → Bo < 
 
 以上より，－1 < Bo < 
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で H および lE に異常値が発生する点である．この Bo 法の精度については，例
えば，Perez et al.（1999），Gavilán and Berengena（2007）などの研究がある． 
前者の問題点は次のようである．Bo は 2 高度の温度差と湿度差の比で決定さ
れるので，この 4 要素の中の 1 要素でも測定誤差が含まれると，正確な Bo の算
定は困難となる． 
後者の問題点は Bo が→ -1（特異点）に近づくと H および lE に異常値が発生
し正しい H や lE が算定できない．この問題を解決するために，第 2 章において
新しい考え方に基づく，異常値の処理方式を提案した． 























する．この資料は，農工研気象観測露場（北緯 36 度 01 分，東経 140 度 05 分，
標高 26m，露場の広さ 43m×56m）において測定されたもので，鉄塔の高さは
10m，地面上 0.2m 及び 2.2m の 2 高度で，気温（クリマテック社製，C-HPT， 気
象庁検定付）と湿度（Vaisala 社製，HMP155D，気象庁検定付）をそれぞれ独立
に測定している．また，地温（クリマテック社製，C-PTG）及び土壌水分（Campbell 
Scientific 社製，CS-616）は地表面下 5cm，10cm，30cm，50cm 及び 100cm で測
定している．放射量は地上 1.5m の高さで短波（Kipp and Zonen 社製，CMP-21）・














地中熱フラックスは熱流板により地表面下 5 cm の深さで測定したものを用い
る． 




なお，本研究で使用した Bo に関する式は次のとおりである（近藤，1994）． 
 














=                                            （6） 












C p  (T 1－T 2)
  l (q 1－q 2)
Bo =
q = 0.622×(e  / P ) / (1－0.378×e  / P )














α｜Rn-G｜<｜lE｜，｜H｜                                       （9） 
この式に従って，α 毎に異常値の範囲を Bo によって表わすと Table 3-1 のとお
りとなる． 
Bo 法によって蒸発散量を算定するに際し，この異常値の処理方式には 2 つの
方法が考えられる．1 つは，Table 3-1 に示す範囲の H，lE を削除する方法であ

















   Rn      lE  H
T 2 q 2
高度2
高度1 T 1  T Z q 1    rehz
地表面 G T o Ts  rehs
G











る Bo は-1 を中心にしてより小さい範囲の異常値には Table 3-1 の下限の Bo を，
より大きい Bo には上限の Bo を採用する．このような方法を取れば，測定され




したように，Bo 法は同一地点・同一時刻における 2 高度の温度差と湿度差を必
要とするために，この値が有為なものでなければならない．このことを確かめ
るために冬期（1 月）と夏期（7 月）の 10 日間の気温差（ΔT）と湿度差（Δreh）



















この方法は，純放射 Rn，と地中熱フッラクス G を使って，1 高度の気温（Tz），
湿度（rehz）から顯熱 H，潜熱 lE を分離し，蒸発散量（ET）を推定する新しい
方法である． 
（10）式を基本とし，（11）式の潜熱，顕熱分配比（三角形 abc，Fig. 3-3 参照）
を仮定して，最適化手法により，未知の地表面温度 Ts，地表面湿度 rehs を推定
する（記号は Fig. 3-1 参照）．この計算を（10）式が収束するまで繰り返し，解
が収束した時点の Bapp（11）式を Bo（三角形 a’b’c’）とする．この Bo を用いて
潜熱，顯熱を分離する．未知数が Ts，rehs の 2 個なので，（13），（14）の 2 式を
連立に解き未知数 Ts，rehs を確定する． 
（10） 
        
               （11） 
 
q(Ts) = rehs×qsat(Ts)                                           （12） 
                                                               （13） 
        （14） 
ただし，i：繰り返し回数，j：時間 
この方法の重要な点は，最適化計算に当たっての初期値の設定である．すな
わち，Fig. 3-3 の T~e （T）ダイアグラム上で実測値 Tz，e(Tz)｛=q (Tz)｝により
1 点 a を定める．次に，地表面近傍で測定した地温 T0 を Ts の近似値と仮定し，







に，2 高度の温・湿度を使う Bo 法より高い精度が期待できる面もある．なお，
下向きの長波放射 LUが測定されている場合には，地表面温度の近似値が得られ




















H est Cp（Ts－Tz ）
lE est l ［q (Ts )－q (Tz )］















Fig. 3-3 逆解析法における初期値の説明図 
3.3 分析結果 
逆解析法に関しては異常値条件 α=1.0，1.5，2.0 及び 3.0 の 4 ケース，初期値
rehs=rehz から rehs=1.0 の間を 0.2 刻みに 6 ケースの合計 24 ケースについて分析
し，Bo 法及び渦相関法と比較・検討することとした． 
3.3.1 逆解析法の初期値の設定 




対しては rehs=0.2rehz+0.8 を適用した. 地表面の乾燥状態によって，湿度が変わ














Fig. 3-4 試験年における地表面下 5cm の土壌水分率変化（2017 年） 
 
3.3.2 時間単位の lE，Hの逆解析法と Bo法及び渦相関法による比較 
Fig. 3-5 に初期値 rehs=rehz，α＝1.0 の場合の lE と H の時間変化を示した．lE，





解析法と Bo 法，渦相関法とが最もよく一致し，α の増加とともに再現性は低下
した．しかし，冬期（1 月，11 月）ではよく一致しなかった．また，この傾向
は，初期値を変更しても同じであった．α＝1.0 の場合，逆解析法は Bo 法及び渦
相関法をよく再現しているが，Bo 法よりも渦相関法の方がより良好な再現性を

















Fig. 3-5 逆解析法と Bo 法及び渦相関法による lE 及び H の時間的変化の一例 
3.3.3 日単位の lE，Hの逆解析法と Bo法及び渦相関法による比較 
日単位資料の逆解析法と Bo 法，逆解析法と渦相関法及び Bo 法と渦相関法の
解析結果を α＝1.0 の場合について Fig. 3-6 に示した．左側 2 列の図は通年のも
のであり，右側 2 列の図は 4～10 月の作物生育期間のものである．lE の場合は，
関係直線の勾配はいずれも 1 に近くほぼ一致し，lE の R2 は高く斉一な関係を示




















































































































































































































lEobs vs lEcov （2017）
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なお，参考までに Bo 法と渦相関法の関係を Fig. 3-6 最下段に示したが，他の
2 つの組み合わせ（上段及び中段）より高い相関を有していることが分かる． 
3.3.4  lEおよび Hの月別変化 




























本論文で検討している 3 種類の分析法と異常値条件 α によって異常値発生率










次に，Bo 法，渦相関法と逆解析法による異常値発生率の時間別変化を Fig. 3-8
に示した．これまで，異常値は日没や日の出時刻に多いことが指摘されていた
が（例えば Perez et al.,1999），その結果を具体的に示した資料は見当たらなかっ
た．Fig.3-8 はこの点を具体的に示したものである．Bo 法では前章のように，α
に関わらず夜間に異常値が多く発生し，異常値の発生が日没や日の出に限定さ







ついて，6 年間（2011～2017 年のうち欠測のある 2016 年を除いた）の平均値（m）
と標準偏差（σ）を Fig. 3-9 に示した．Bo 法では異常値発生率も大きく，かつ夜
間では変動幅も大きい．これに対し，渦相関法は異常値発生率も少なくかつ変 




分析法 α =1.0 α =1.2 α =1.5 α =2.0 α =3.0
Bo法 46.7 28.4 19.2 12.5 7.4
渦相関法 14.7 5.9 3.7 2.4 1.4
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Fig. 3-9 逆解析法と Bo 法及び渦相関法の異常値発生率の時間別変動と信頼区間    
（6 年間の平均，α=1.0 の場合） 
3.4.3 異常値発生率の月別変化と特徴 
 前述の基準によって削除した異常値発生率の月別変化を Fig. 3-10 に示した．
この図から明らかなように，異常値発生率は Bo 法が圧倒的に多く逆解析法や渦
相関法は少ない．異常値発生率は α の増大に伴って減少する．逆解析法では，






よって，変動幅（信頼区間）を求め，α=1.0 の場合を Fig. 3-11 に示した．この図
に示されるように，Bo 法は異常値発生率の変動幅も大きいのに対し，渦相関法
と逆解析法は変動幅も小さい．Bo 法では 7～9 月に若干変動幅が大きいようであ
るが，渦相関法と逆解析法ではこのような傾向は見られない．ここに示したの
は，α＝1.0 の場合であるが，α が 1.2～3.0 と増加しても Bo 法ではこの傾向は大
きく変わらないのに対し，渦相関法と逆解析法では 1～5 月では変動幅が大きく
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Fig. 3-11 逆解析法と Bo 法及び渦相関法の異常値発生率の月別変動と信頼区間     
（6 年間の平均，α=1.0 の場合） 
3.4.4 lE と H の分配状況の比較 
次に，逆解析法と Bo 法及び渦相関法によって年間の潜熱と顕熱がどのように
配分されているかを α ごとに整理し Table 3-3 に示した．Rn-G はそれぞれ lE と
H の和であるが，前述の仮定どおり計算が行われており，いずれも年間の供給
熱量と lE と H の和が一致している．α＝1.0 の場合には逆解析法及び Bo 法は渦
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相関法と近い値を示したが，α が増加すると逆解析法及び Bo 法と渦相関法との
差は大きくなり，再現性がよくないことが示された．Table 3-3 に見られるよう
に，α の増加に伴って，H は減少し，反対に lE は増加した．この年間の変化は，




えば 0.00001）を与えて計算上のエラーを回避した．  




















1.0 263.0 631.3 894.2
1.2 215.5 678.8 894.2
1.5 175.7 718.6 894.2
2.0 163.5 730.7 894.2
3.0 159.7 734.5 894.2
Hobs lEobs Rn-G
1.0 214.7 679.5 894.2
1.2 198.8 695.4 894.2
1.5 190.3 703.9 894.2
2.0 183.8 710.4 894.2
3.0 178.5 715.7 894.2
渦相関法
Hcov lEcov Rn-G
1.0 254.4 638.0 892.4
1.2 251.6 640.8 892.4
1.5 250.7 641.7 892.4
2.0 250.5 641.9 892.4




































Fig. 3-12 初期値による異常値発生率の変遷 
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本研究では 2017 年の農工研の気象資料を使って逆解析法と Bo 法及び渦相関
法を比較検討した．その結果の要点は，次の通りである． 
潜熱・顕熱の時間変化は，作物生育期間（5 月，6 月下旬～7 月上旬，9 月）
には逆解析法 （α＝1.0 の場合）と Bo 法及び渦相関法は極めてよく一致した．




潜熱の月別変化は，作物生育期間では逆解析法 （α＝1.0， rehs=rehz の場合），
Bo 法及び渦相関法の 3 者はほぼ一致し，水資源利用計画や灌漑計画に活用でき
ることが分かった． 
異常値率は Bo 法が極めて高く，渦相関法と逆解析法では低く，Bo 法の約 1/3
～1/5であった．月別に見ると Bo法では作物生育期間ではほぼ均等であったが，
冬期には少なかった．逆解析法はこの反対で，冬期に高い値を示した．渦相関
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 この流域を排水系統にしたがって，Fig. 4-1 に示す 15 ブロックに分割し，こ






























































1974 年 石川県において「雨水排水協議基準及び調整池設置容量」を制定 
 対象面積：開発面積 1.0ha 以上 
2005 年 白山市において「白山市小規模開発雨水排水協議基準」を制定 
 対象面積：開発面積 0.3ha 以上 1.0ha 未満 
    （2003 年から旧松任市において） 
この白山市基準の主な内容として，調整池容量は，開発前後の雨水流出量の
差の最大時における１時間の流出量以上とすること，流出量の算出は合理式に
よる（計画降雨規模 年超過確率 原則 10 分の 1）こと, これにより開発面積
に応じて調整池の容量が決まる．また，下流許容放流量（調整池からの最大放
ブロック番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
ブロック名 2-2 3-1-3 3-1-2 3-1-1 2-1 2-4 3-3 3-2-2
水田 0.21 0.86 1.74 0.60 1.25 0.71 0.58 0.46
1987 畑地 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
宅地等 0.04 0.25 0.31 0.07 0.21 0.12 0.66 0.50
水田 0.14 0.65 1.67 0.59 1.11 0.63 0.27 0.26
2009 畑地 0.00 0.00 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
宅地等 0.11 0.46 0.32 0.08 0.35 0.20 0.97 0.70
合計面積 0.25 1.11 2.05 0.67 1.46 0.83 1.24 0.96
宅地等面積増加比 2.63 1.84 1.04 1.13 1.67 1.66 1.47 1.40
ブロック番号 ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮
ブロック名 3-2-1 K-4 K-3 K-2 K-1 3-5 Y 流域全体
水田 0.39 0.47 1.04 0.92 0.67 1.45 0.15 11.49
1987 畑地 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.42 0.43
宅地等 0.44 0.02 0.38 0.27 0.41 1.26 0.70 5.63
水田 0.13 0.41 0.69 0.58 0.50 0.91 0.12 8.67
2009 畑地 0.00 0.00 0.02 0.01 0.00 0.00 0.42 0.50
宅地等 0.70 0.08 0.72 0.61 0.58 1.80 0.71 8.38
合計面積 0.83 0.49 1.42 1.19 1.08 2.71 1.26 17.55
宅地等面積増加比 1.59 3.89 1.89 2.25 1.41 1.43 1.02 1.49










して資料の収集に当たった．この結果を上述のブロックごとに Table 4-2 のケー
ス A 欄に 1987-2009 間の宅地開発面積（0.3ha 以上）に対する調整池容量を示し






















ブロック番号 ケース A ケース B ケース C ケース D
2-2 959 3,076 6,300 3,900
3-1-3 4,597 10,128 19,840 14,400
3-1-2 291 359 790 1,880
3-1-1 0 341 790 380
2-1 0 4,780 12,980 5,770
2-4 245 2,840 7,250 3,300
3-3 1,980 11,300 30,130 25,650
3-2-2 3,634 9,472 18,970 17,280
3-2-1 73 8,813 24,990 20,260
K-4 0 2,048 5,260 2,048
K-3 12,642 16,466 33,230 24,860
K-2 11,124 13,275 33,230 23,180
K-1 256 5,855 15,900 14,290
3-5 11,629 24,841 54,000 45,770
Y 0 341 790 9,690














Fig. 4-2  形式・ケース別の調整池設置状況 





合は 59.3mm，B の場合は 41.4mm，C の場合は 96.2mm，D の場合は 77.3mm と
なる． 
Table 4-2 に示されるように，調整池容量 A に対する B の割合は 2.39 倍，C の


































































のための検討対象降雨（選定基準）として 24 時間雨量 80mm 以上を採用してい
る．本研究はこの基準に従い，2009～2016 年間の降雨 26 イベントを採用した．
これらの対象降雨の発生期間，総降水量，10 分間ピーク降水量を Table 4-3 に示
した．なお，本研究では，降水は全流域同時に発生したとして検討を進めた． 
























No. 年 月 日 時 分 日 時 分 総降水量 最大10分間雨量
(mm) (mm・10min-1)
3-1 2012 7 6 11 0 7 13 20 127.0 11.0
3-2 2013 7 29 2 40 30 4 50 126.0 8.5
3-3 2013 9 15 6 30 16 12 0 128.0 3.5
3-4 2009 7 16 16 50 17 7 50 116.5 7.5
3-5 2013 11 17 20 50 18 21 0 109.0 8.5
3-6 2013 10 24 12 40 25 18 0 116.5 2.0
3-7 2013 6 17 17 40 18 16 30 102.5 5.5
10-1 2009 6 22 6 50 23 6 50 93.0 13.5
10-3 2011 5 29 1 10 30 10 30 104.5 2.5
10-4 2011 8 25 9 10 26 11 40 93.5 14.5
10-5 2011 9 20 0 10 21 23 0 207.5 5.0
10-7 2012 8 13 8 40 14 6 50 93.5 10.5
10-8 2012 9 10 20 0 11 15 20 94.5 10.5
10-11 2013 8 23 9 0 24 7 10 138.0 13.0
10-13 2013 9 7 12 30 8 7 50 82.0 5.5
10-14 2013 10 15 14 10 16 10 20 90.5 3.0
10-17 2013 11 20 0 20 22 0 0 136.0 4.0
10-18 2014 6 12 1 10 13 23 30 95.0 15.5
10-19 2014 8 8 8 0 9 20 40 128.5 7.0
10-20 2014 8 16 0 10 17 22 10 166.0 15.5
10-21 2014 12 4 0 50 5 22 50 122.0 3.0
10-22 2016 9 18 1 0 20 0 0 119 7.5
10-23 2016 9 28 4 10 29 11 10 89.5 7.5
10-24 2016 10 8 1 20 9 6 20 84.5 6
10-25 2017 6 30 16 0 1 20 30 134 10.5



















効果は Fig. 4-4 のような調整池のある場合とない場合の関係直線の回帰係数（勾
配）によって判断できる．この場合には，洪水は，当然単一ブロックを通過す
るのみである．同図の回帰係数から A の場合は約 22.4%（R2＝0.913），B の場合



















係数が 0.970（R2＝0.899），B の場合には 0.849 （R2＝0.795），C の場合には 0.713





































































Fig. 4-6  形式Ⅱによる調整池効果［K-3 ブロックと全流域］ 
4.5 考察 
4.5.1 洪水ピークの調節効果に及ぼす降雨パターンの影響 
 降雨パターンによって調整池の効果がどのように影響を受けるか K-3 ブロッ
クの例について考察する．Fig. 4-3 に降雨パターンによって影響を受ける効果と
受けない効果とを分類した．ケース A の場合には直線 Y=0.683X 上の降雨はパ
ターンによらず一定の調節効果を示すと判断できる．この直線以上 Y=X の直線
以下の資料は降雨パターンの影響を受けていることを示す．この例では，26 イ
ベントの中 6 イベントが大きく影響を受けていることになる．ケース B の場合
には同様に Y=0.528X 以上 Y=X の直線以下の資料は降雨パターンの影響を受け
ていることを示す．この例では，26 イベントの中 7 イベントが大きく影響を受
けている．さらに，ケース C の場合には B の場合と同じく Y=0.528X の直線が
降雨はパターンの影響を受けない限界となり，この場合には降雨パターンの影
響を受けるイベントはない．換言すれば降雨パターンの影響を受けないために








4-4）．この表によると A の場合には全ブロック平均で回帰係数は 0.946（標準偏
差 σ＝0.078），B の場合には平均で 0.810（σ＝0.100），C の場合には平均で 0.681
（σ＝0.169）となった．このように，調整池の容量が大きくなるにつれ，当然の
ことながら，回帰係数は少しずつ小さくなり，調整効果が大きくなることが示
された．決定係数は A の場合 0.982，B の場合 0.862，C の場合 0.956 となり，
降雨イベントに関わらず，比較的斉一な関係が得られることが分かった．しか



















No. 勾配 R 2 勾配 R 2 勾配 R 2
2-2 0.934 1.000 0.633 0.656 0.426 0.914
3-1-3 0.905 1.000 0.721 0.822 0.576 0.980
3-1-2 0.990 1.000 0.987 0.999 0.978 1.000
3-1-1 1.000 1.000 0.956 0.989 0.919 0.995
2-1 1.000 1.000 0.828 0.879 0.668 0.965
2-4 0.985 1.000 0.815 0.874 0.669 0.966
3-3 0.971 0.999 0.818 0.894 0.695 0.998
3-2-2 0.962 1.000 0.801 0.922 0.730 0.998
3-2-1 0.997 1.000 0.798 0.859 0.647 0.997
K-4 1.000 1.000 0.729 0.656 0.462 0.576
K-3 0.776 0.913 0.710 0.798 0.553 0.987
K-2 0.750 0.826 0.724 0.749 0.473 0.975
K-1 0.993 1.000 0.826 0.921 0.726 0.997
3-5 0.925 0.999 0.808 0.911 0.712 0.999
Y 1.000 1.000 0.991 1.000 0.987 1.000
Average 0.946 0.982 0.810 0.862 0.681 0.956




































Fig. 4-8 は A，B，C の場合について実際に解析した資料を使ってこの関係を検
証したものである．A，B，C 何れの場合も極めて斉一な関係を示し，宅地面積
（2009）あたりの調整池容量に密接に関係していることがわかる．A の場合は


























整池によって，洪水ハイドログラフがどのように変化するか具体例を Fig. 4-9 に
示す．具体例に使用した降雨イベントは 10 分雨量の大きい 10-18（2014.6.12）
で，都市化が激しい K-3 ブロックにおけるケース A とケース B の計算結果であ
る．調整池が無い場合におけるピーク流出量は 18.5m3・s-1 に対し，ケース A で




























































結果，都市化率の高いK-3ブロックでは， Aの場合約 22.4％，Bの場合約 29.0％，
C の場合約 44.7％の削減が期待されたのに対し，全流域では A の場合 3.0％，B
の場合 15.1％，C の場合 29.7％の削減が期待され，実際の調整池（A）の削減率
は意外に小さいことが分かった． 
都市化率の異なる 15 ブロック間の調整池効果を回帰係数によって調整池の効
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って，上流部で平均約 1/500 の勾配を有する． 
この流域を排水系統にしたがって，Fig. 5-1 に示す 15 ブロックに分割し，そ
のブロックごとの土地利用面積を Table 5-1 に示した．またブロック内の洪水調






































































Fig. 5-2  洪水調整池の配置の一例 
5.3 調整池の効果 
本地区の都市化の進捗状況（1987 年～2009 年）を Table 5-1 にブロック別に
示した．ブロックによって都市化率は異なるが平均で 1.49 となっている．また，
ブロック別に，1987 年以降に開発された 0.3ha 以上の団地に対して設置された
調整池容量も合わせて示した． 









農地 宅地 農地 宅地
2-2 0.21 0.04 0.14 0.11 2.63 0.25 959
3-1-3 0.86 0.25 0.65 0.46 1.84 1.11 4597
3-1-2 1.74 0.31 1.73 0.32 1.04 2.05 291
3-1-1 0.60 0.07 0.59 0.08 1.13 0.67 0
2-1 1.25 0.21 1.11 0.35 1.67 1.46 0
2-4 0.71 0.12 0.63 0.20 1.66 0.83 245
3-3 0.58 0.66 0.27 0.97 1.47 1.24 1980
3-2-2 0.46 0.50 0.26 0.70 1.40 0.96 3634
3-2-1 0.39 0.44 0.13 0.70 1.59 0.83 73
K-4 0.47 0.02 0.41 0.08 - 0.49 0
K-3 1.04 0.38 0.70 0.72 1.89 1.42 12642
K-2 0.92 0.27 0.58 0.61 2.25 1.19 11124
K-1 0.67 0.41 0.50 0.58 1.41 1.08 256
3-5 1.45 1.26 0.91 1.80 1.43 2.71 11629
Y 0.56 0.70 0.55 0.71 1.02 1.26 0
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 河北潟干拓地は，Fig. 6-1 に示すように，石川県の中央部，金沢市の近郊に立




が行われた．土地利用の内訳は，普通畑 786ha，特殊畑 67ha，飼料畑 226ha，施





















Fig. 6-1 河北潟干拓地平面とポンプ場の位置図 
しかし，実際には西部取水口からは殆ど取水されず，飼料畑は殆ど灌漑されて
いない．普通畑の灌漑用水量は平均して 10 年に 1 回程度の渇水年である 1973
年を計画基準年とし，この年の灌漑期（4 月 1 日～10 月 31 日）における連続干
天日数は 28 日，有効雨量は 535mm であり，ピーク時の日消費水量は 5mm/day





 干拓地内の排水計画として計画基準雨量は，3 日連続雨量 222mm（確率 1/10），




諸元は Table 6-2 のとおりである．この内，津幡排水機場と内灘排水機場 5 号機
はディーゼルエンジンを使用しているが，他は電動機を使用している．また内












































名称 台数 ポンプ口径 型式 動力 実揚程 計画排水量 動力
（号） （台） （mm） （m） （m
3
/s）
内灘排水機場 1,2 2 800 立軸斜流 90kW 4.7 2.4 電動機
3,4 2 1500 立軸斜流 260kW 3.3 9.84 電動機
5 1 1500 立軸斜流 550ps 4.2 5.4 ディーゼル
金沢排水機場 1,2 2 800 横軸斜流 100kW 4.9 2.8 電動機
津幡排水機場 1,2 2 1500 立軸斜流 550ps 5.5 10.4 ディーゼル
宇ノ気排水機場 1,2 2 800 横軸斜流 55kW 2.6 2.6 電動機
台数 ポンプ口径 動力 全揚程 揚水量 灌漑面積
（台） （mm） （kW） （m） （m
3
/s） （ha）
東部第1揚水機場 1-1 2 200 90 67 0.166 118
1-2 2 250 55 27 0.200 67
東部第2揚水機場 2-1 2 200 100 74 0.174 127
2-2 2 200 90 75 0.154 114
西部揚水機場 2 250 120 65 0.238 179
南部揚水機場 2 200 100 70 0.180 133














場 3 号，4 号機は洪水時の排水のために設けられているため，内水位の高い時に
最高のポテンシャル効率が得られるよう計画実揚程は 3.3m となっている．しか




























































































































































































 揚水および排水に使用した 2010～2016 年までの 7 年間の電力料金を Fig. 6-3
に示した．これらの資料から明らかになるように，2014 年の電力料金は約 4,160
万円にも上がり土地改良区と農家に大きな負担となっている．特に 2010 年から









考え方に基づき，2010 年から 2016 年までの月別揚水量を普通畑（786ha）と特
殊畑（67ha）の面積あたりの水深（mm/day）で表したものが Fig. 6-4 である．





 次に，揚水ポンプの 1 日当たりの運転時間を 2010 年から 2016 年までの 7 年
間について，月別平均値で整理した．その結果を Fig. 6-5 に示す．揚水ポンプ場
には 2 台のポンプが設置され，原則として交互に運転するように計画されてい
る．この図から明らかなように 2010 年では，灌漑期 5～8 月にほんとんどの 20
～24 時間運転している．ただし，東部 1-2 については，1 台のポンプでは用水需
要に応じきれず，2 台のポンプをフル運転していることがわかる．この用水はレ
ンコン畑に使われている．2011 年以降はこの揚水利用のパターンが除々にくず
れ，9 月から翌年 3 月にかけての非灌漑期の揚水利用が増加している．ポンプ場























































































































が Table 6-3 である．この結果によると堤防下浸透量が大きく 2011 年～2016 年
まで 6 年間の年平均で 2,245mm と降雨量 2,000mm の約 1.12 倍となっている．こ
れほど大量の浸透水がポンプ排水の負荷になっていることは干拓地の特性とい
え，注目すべき事柄である．水収支各要素の大きさは Fig. 6-6 を見れば具体的に
理解できる． 












Fig. 6-6 河北潟干拓地の水収支要素（mm/year） 
年 降水量 排水量 揚水量 蒸発量 堤防下浸透量
2011 2,015 4,105 554 780 2,316
2012 1,723 3,905 653 833 2,363
2013 2,732 5,078 678 833 2,502
2014 2,107 4,294 658 788 2,318
2015 1,619 3,464 619 806 2,033
2016 1,803 3,485 565 822 1,939












6.3.5 降雨と排水量の時間変動（月別，7 ヶ年分） 
 降雨に対してポンプ排水量がどのように対応しているかは，排水ポンプが正
常に機能しているかを判定する上で重要である．2010～2016 年度の全てについ






 ポンプの運転時間とポンプ能力から算定した排水量の月別変化を Fig. 8 に示
した．ポンプ排水量は降水量の多寡によって決まるので，当該年度の降水量に




透量による．堤防下浸透量は，Table 6-3 に示したように年間 1,900～2,500mm と
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 Table 3 に示したように，本干拓地では，6 年間平均 2,245mm の堤防下浸透量















































 河北潟干拓地の堤防下浸透量は 6 年平均 2,245mm であった．この値は年降水
量の 1.12 倍と非常に多い．八郎潟干拓地，南部 2 工区でもほぼ同様な方法で堤
防下浸透量を算定し，灌漑期と非灌漑期で多少の変動がるが，月平均で，592～
740mm の値を得ている（金子ら，1965）．これは 19～24mm/day に相当する．年
間に換算すると 6,935～8,687mm と河北潟干拓地よりはるかに多い．この理由は





津幡内灘平均 1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 1号機 2号機 1号機 2号機
（mm）
No.1 2011 9 19 8.5 2 2
284.5 20 130.5 5 11 7 6 1 2 2 3
mm 21 83.5 7 8 4 6 1 5 4 1 2
22 62 3 10 2 3 2 1 3 1
23 0 3 9 1 5
No.2 2013 7 29 107 2 5 6 5 6 1 1 2 1
213.5 30 0 12 9 8 4 1 1 1 6
mm 31 3 2 2 4
8 1 103.5 3 5 5 6 9 2 1 3 1
2 0 4 6 6 6 2 3
No.3 2013 31 35 11 10 8 6 1 1 1 5
225.5 1 19.5 7 17 9 4 1 4 3
mm 2 54.5 14 9 9 9 2 2 4 2
3 66.5 5 5 8 8 3 1 1 4 1
4 48 7 13 11 8 3 4 4 2
5 1.5 9 4 4 1 1 5
6 0.5 4 2 2 3
No.4 2013 9 7 40 3 6 3 4
84 8 44 7 10 9 11 2 1 2 3 1
mm 9 0 3 2 2 4
No.5 2014 12 1 32 6 5 3 3 1 2 2 3
258.5 2 6.5 5 6 2 4 1 1 6
mm 3 19 2 5 3 3 6
4 95 5 2 4 5 1 1 1 1
5 13.5 4 13 3 6 7
6 44.5 3 6 1 5 6
7 22.5 4 2 2 6
8 8 4 7 1 4 7
9 17.5 7 4 2 2 6
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 ボーエン比（Bo）が -1 の近傍で発生する異常値の新しい定義と処理方法を提
案するとともに，それを実際に適用した結果について述べた内容である．すな
わち，異常値を供給熱量（Rn-G）の α 倍以上の潜熱（lE）または顕熱（H）と定




をもとめるためには，熱収支ボーエン比法（Bo 法）では α=1.0～3.0 にとればよ
いことを明らかにした．さらに，異常値の発生は時間別，月別に検討し，夏期
より冬期におおいこと，昼間よりも夜間に多いことを明らかにした． 
7.1.2 蒸発散量推定のための逆解析法と Bo法及び渦相関法との比較 
 Bo 法の異常値の処理に対する新しい研究成果を受けて，本研究は逆解析法と
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